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「国土強靭化 民間の取組事例集」について 

 

国土強靱化を実効あるものとするためには、国、地方、民間が一体となって

取組を進める必要があります。とりわけ、災害の発生に備えた従業員や顧客の

安全の確保、発災後の事業活動の維持のための対策等の事前準備、平時からの

地域防災活動の貢献等、民間の活動が欠かせないものとなっています。 

ナショナル・レジリエンス（防災・減災）懇談会でも、こうした民間の活動

の重要性について指摘があり、既に民間事業者等で取り組まれている事例を広

く周知することで、民間の自発的な国土強靭化の取組を奨励・促進していく必

要があるとの助言があったところです。 

 こうした助言を踏まえ、内閣官房では、事業者等の先導的な取組を「国土強

靱化 民間の取組事例集」としてとりまとめましたのでお知らせします。 

 なお、本事例集の概要、入手先は以下のとおりです。 

 

１．本事例集の概要 

 別紙参照 

 

２．掲載事例数 

  ２４１事例 

 

３．本事例集の入手先 

 内閣官房国土強靱化推進室のホームページ 

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/minkan_torikumi/index.html 

 
 
 ＜問い合わせ先＞ 

 内閣官房国土強靱化推進室 佐藤、粕谷 

ＴＥＬ：03-6257-1775  ＦＡＸ：03-3581-0867 
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